
証券コード 4052
2026年９⽉10⽇

株 主 各 位

拝啓 平素は格別のご⾼配を賜り、厚く御礼申しあげます。
 さて、当社第21回定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご通知申しあげます。
 本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容であ
る情報（電⼦提供措置事項）について電⼦提供措置をとってお
り、インターネット上の当社ウェブサイトに「第21回定時株主総
会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の当社ウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあ
げます。
 当社ウェブサイト https://ficha.jp/ir/
 また、電⼦提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証
券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以
下よりご確認ください。
 下記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（フィー
チャ）または証券コード（4052）を⼊⼒・検索し、「基本情
報」、「縦覧書類∕ＰＲ情報」を順に選択して、「縦覧書類」に
ある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くださ
い。
 東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
 https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

東 京 都 豊 島 区 東 池 袋 三 丁 ⽬ １ 番 １ 号
フ ィ ー チ ャ 株 式 会 社
代表取締役社⻑C E O 兼C T O 曹  暉

第21回定時株主総会招集ご通知
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 なお、当⽇ご出席願えない場合は、書⾯により議決権を⾏使す
ることができますので、お⼿数ながら株主総会参考書類をご検討
のうえ、議決権⾏使書⽤紙に議案に対する賛否をご表⽰いただ
き、2026年９⽉28⽇（⽉曜⽇）午後６時までに到着するよう折
り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

１．当⽇ご出席の際は、お⼿数ながら議決権⾏使書⽤紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

２．議決権⾏使書⾯において、議案に対する賛否の表⽰がない場合は、賛成
の意思表⽰をされたものとして取り扱わせていただきます。

３．本株主総会においては、書⾯交付請求の有無にかかわらず、⼀律に電⼦
提供措置事項を記載した書⾯をお送りいたしますが、電⼦提供措置事項
のうち、個別注記表につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に
基づき、お送りする書⾯には記載しておりません。
したがいまして、当該書⾯に記載している事業報告及び計算書類は、会
計監査⼈が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査
をした対象書類の⼀部であります。

記
１．⽇ 時 2026年９⽉29⽇（⽕曜⽇）午前10時

（受付開始予定：午前９時30分）
２．場 所 東京都豊島区東池袋三丁⽬１番３号

サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５
階サンシャインシティ コンファレンスルーム Room15
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．⽬ 的 事 項

報 告 事 項 第21期（2025年７⽉１⽇から2026年６⽉30⽇まで）事
業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 資本準備⾦の額の減少及び剰余⾦の処分の件

以 上
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４．電⼦提供措置事項に修正が⽣じた場合は、掲載している各ウェブサイト
にその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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事 業 報 告

１．会社の現況
(1)   当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
 当社は、「Make Things Intelligent」をミッションに掲げ、画像
認識ソフトウェアの開発を⾏っております。
 当社が属する画像認識ソフトウェア業界におきましては、あおり
運転や⾼齢運転者による交通事故が社会的な課題となる中、⾃動⾞
向け先進運転⽀援システム（ADAS）、ドライバー監視システム
（DMS）の普及や⾃動運転技術の実⽤化に向けて、⾃動⾞関連企業
各社による取り組みが進められております。また、社会全体におけ
るデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が加速してお
り、少⼦⾼齢化や⼈⼝減少に伴う労働⼒不⾜等の課題をAIにより解
決する取り組みも、幅広い分野で活発化しております。
 こうした環境の中、当社は、主⼒サービスであるMobility 
Solutionsにおいて、新規量産案件の獲得に取り組むとともに、画像
認識AI技術の研究開発を積極的に進めてまいりました。その結果、
当社ライセンス製品の量産台数は累計で390万台を突破しました。さ
らに、2023年６⽉に資本業務提携契約を締結したボッシュ株式会社
との共同開発案件についても、引き続き順調に進⾏中であります。
また、DX-AI Solutionsにつきましても、図⾯解析AI「Drawing-
AI」のリリースなど、サービス領域の拡⼤に取り組んでまいりまし
た。営業・マーケティング⾯では、展⽰会への出展等を通じて、当
社サービスの認知度向上及び新規顧客の獲得に向けた活動を進めて
まいりました。

( 2025年７⽉１⽇から
2026年６⽉30⽇まで )
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 これらの結果、当事業年度の経営成績は、売上⾼543,871千円（前
期⽐9.3％増）、営業利益41,119千円（前事業年度は営業損失11,190
千円）、経常利益44,992千円（前事業年度は経常損失3,866千円）、
当期純利益42,530千円（前事業年度は当期純損失31,603千円）とな
りました。

② 設備投資の状況
 当事業年度において実施した設備投資の総額は、28,257千円であ
り、その主なものは⼯具、器具及び備品であります。

③ 資⾦調達の状況
 該当事項はありません。

(2)   直前３事業年度の財産及び損益の状況

区   分 第 18 期
(2023年６⽉期)

第 19 期
(2024年６⽉期)

第 20 期
(2025年６⽉期)

第 21 期
(当事業年度)

(2026年６⽉期)
売 上 ⾼ (千円) 389,705 494,209 497,614 543,871
経 常 利 益 ⼜ は
経 常 損 失 （ △ ） (千円) △26,841 △4,493 △3,866 44,992

当 期 純 利 益 ⼜ は
当 期 純 損 失 （ △ ） (千円) △29,867 △9,339 △31,603 42,530

１株当たり当期純利益
⼜は１株当たり当期純
損失（△）

(円) △5.38 △1.60 △5.40 7.27

総 資 産 (千円) 586,171 759,868 727,682 786,894
純 資 産 (千円) 539,204 716,720 685,117 727,642
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(3)   重要な親会社及び⼦会社の状況
① 親会社の状況

 該当事項はありません。

② 重要な⼦会社の状況
 該当事項はありません。

(4)   対処すべき課題
① 開発体制の強化

 安定的かつ着実な事業拡⼤を図る上では、既存顧客との契約を継
続することや、案件数等が増加した場合においても、収益性を⾼⽔
準に維持し、かつ顧客に提供するサービスのパフォーマンスを維
持・向上することが重要であると考えております。
 そこで当社は、優秀な⼈材を積極的に採⽤するとともに、開発プ
ロセスを継続的に⾒直し、社内におけるノウハウの共有や教育訓練
等を実施することで、より強固な開発体制の構築に努めてまいりま
す。

② 営業体制の強化
 当社は、主軸事業のMobility  Solutionsに加え、DX-AI Solutions
の拡⼤を成⻑の柱とし、⽣成AI・⼤規模⾔語モデル（LLM）の潮流
を取り込みつつ、市場における提供価値を⾼めてまいります。他
⽅、競合の増加に伴い、差別化ならびに営業⼒の強化が不可⽋であ
ると認識しております。
 そこで当社は、モビリティ分野で培ったAI技術を横展開し、他業
種への展開スピードを加速させるとともに、業界特化型AIのパッ
ケージ化、既存顧客へのクロスセル、パートナー協業の拡⼤を通じ
て、持続的な売上拡⼤を実現してまいります。
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③ 内部管理体制の強化
 当社は成⻑段階にあり、企業価値の向上、業務運営の効率化、リ
スク管理のために内部管理体制の強化が重要な課題であると考えて
おります。
 そこで当社は、コーポレート・ガバナンスの充実、バックオフィ
ス業務の整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するため、よ
り強固な内部管理体制の構築に取り組んでまいります。

(5)   主要な事業内容（2026年６⽉30⽇現在）

(6)   主要な事業拠点（2026年６⽉30⽇現在）

(7)   従業員の状況（2026年６⽉30⽇現在）

（注）従業員数は就業⼈員数であり、臨時雇⽤者数は最近１年間の平均⼈員を
（ ）内に外数で記載しております。

(8)   主要な借⼊先の状況（2026年６⽉30⽇現在）
 該当事項はありません。

(9)   その他会社の現況に関する重要な事項
 該当事項はありません。

事 業 区 分 事 業 内 容
画像認識ソフトウェア開発事業 画像認識ソフトウェアの企画、開発等

本 社 東京都豊島区

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 ⽐
増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

32（９）名  ２名増（５名減） 35.1歳  3.5年 
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２．株式の状況（2026年６⽉30⽇現在）

（注）持株⽐率は⾃⼰株式（8,572株）を控除して計算しております。
(5)   その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

 (1)   発⾏可能株式総数 20,000,000株
 (2)   発⾏済株式の総数 5,856,107株
 (3)   株主数 2,670名
 (4)   ⼤株主
株 主 名 持 株 数 持 株 ⽐ 率
曹 暉 1,246,532株 21.32%
王 潞 898,700株 15.37%
ボ ッ シ ュ 株 式 会 社 587,873株 10.05%
脇   健 ⼀ 郎 548,632株 9.38%
HUIZHOU DESAY SV
AUTOMOTIVE CO., LTD. 528,000株 9.03%
楽 天 証 券 株 式 会 社 共 有 ⼝ 101,400株 1.73%
株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 56,235株 0.96%
岩 ⽥   え み り 45,100株 0.77%
寺 ⽥   康 雄 42,000株 0.72%
飯 島   功 市 郎 38,300株 0.65%
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３．新株予約権等の状況
 (1) 事業年度の末⽇において当社役員が保有している職務執⾏の対価と

して交付された新株予約権の状況
第2回新株予約権 第3回新株予約権

発 ⾏ 決 議 ⽇ 2019年1⽉25⽇ 2019年6⽉21⽇
新 株 予 約 権 の 数 263個 790個
新 株 予 約 権 の ⽬ 的 と
な る 株 式 の 種 類 と 数

普通株式 789株 普通株式 2,370株
(新株予約権1個につき3株) (新株予約権1個につき3株)

新株予約権の払込⾦額 新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の⾏使に際し
て出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 新株予約権１個当たり
3,000円 3,000円

（1株当たり 1,000円） （1株当たり 1,000円）
権 利 ⾏ 使 期 間 2021年1⽉26⽇から

2029年1⽉25⽇まで
2021年6⽉22⽇から
2029年6⽉21⽇まで

⾏ 使 の 条 件 （注）１ （注）１

役員の
保有状況

取締役
(社外取締役
を除く)

新株予約権の数
⽬的となる株式数
保有者数

263個
789株

１名

新株予約権の数
⽬的となる株式数
保有者数

790個
2,370株

1名

社外取締役
新株予約権の数
⽬的となる株式数
保有者数

－個
－株
－名

新株予約権の数
⽬的となる株式数 
保有者数

－個
－株
－名

（注）１． ① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）
は、原則として権利⾏使時においても、当社⼜は当社⼦会社の取
締役、監査役、従業員の地位を有していなければならない。

② 本新株予約権者は、上場⽇を基準として、以下の割合を上限に段
階的に本新株予約権を⾏使することができる。
i．  上場⽇から１年以内                 40％
ii． 上場⽇から２年以内                 60％
iii．上場⽇から３年以内                 80％
iv．上場⽇から３年後の⽇以降    100％
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該当事項はありません。

２． 2019年11⽉30⽇付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を
⾏っておりますが、 上記新株予約権の⽬的となる株式数及び新株予
約権の⾏使に際して出資される財産の価額は、当該株式分割後の株式
数及び価額を記載しております。

 (2) 当事業年度中に職務執⾏の対価として使⽤⼈等に対し交付した新株
予約権の状況

―  10  ―



４．会社役員の状況
(1)   取締役及び監査役の状況（2026年６⽉30⽇現在）

（注）１．Friedrich Wagner⽒は、社外取締役であります。
２．常勤監査役福⽥勝美⽒、監査役安藤広⼈⽒及び藤原久美⼦⽒は、社外監

査役であります。
３．常勤監査役福⽥勝美⽒は、銀⾏におけるファイナンス業務や事業会社に

おける管理業務に関する豊富な経験及び事業会社の監査役経験により、
コーポレートガバナンスに関する⾼い⾒識等を有しております。

４．監査役安藤広⼈⽒は、弁護⼠として企業法務に精通し、その専⾨家とし
ての豊富な経験、法律に関する⾼い⾒識等を有しております。

５．監査役藤原久美⼦⽒は、公認会計⼠として企業会計に精通し、その専⾨
家としての豊富な経験、財務及び会計に関する⾼い知⾒を有しておりま
す。

６．取締役奥⽥⾼志⽒は、2025年９⽉29⽇開催の第20回定時株主総会終結
の時をもって、辞任いたしました。

７．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基
づく独⽴役員として指定し、同取引所に届け出ております。

会社における地位 ⽒ 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代表 取 締 役 社 ⻑
C E O 兼 C T O 曹 暉
取 締 役 C F O ⽴ 花   嵩 ⼤

取 締 役 Fr i e dr i c h
W a g n e r FWagner Consulting代表

常 勤 監 査 役 福 ⽥   勝 美 株式会社アプレ 社外監査役

監 査 役 安 藤   広 ⼈
MIRAI-LABO株式会社 社外監査役
株式会社コウェル 社外監査役
アガサ株式会社 社外監査役

監 査 役 藤原 久美⼦
株式会社ロジレス 社外監査役
株式会社ネオキャリア 社外監査役
株式会社東陽テクニカ 社外監査役
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(2)   責任限定契約の内容の概要
 当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基
づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額
としております。

(3)   役員等賠償責任保険契約の内容の概要
 当社は、保険会社との間で、当社の取締役、監査役及び⼦会社役員
（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社
法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結してお
り、保険料は全額当社が負担しております。
 当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職
務の執⾏に関し責任を負うこと⼜は当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって⽣ずることのある損害を当該保険契約により保険会社
が填補するものであります。
 なお、被保険者が法令に違反することを認識しながら⾏った⾏為に
起因する損害は填補されない等、役員等賠償責任保険契約において保
険会社が免責されるべき事由として規定されている事由のある場合に
は保険が適⽤されないとすることで会社役員の職務の執⾏の適正性が
損なわれないようにするための措置を講じております。

(4)   取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個⼈別の報酬等の内容に係る決定に関する⽅針

 当社は、取締役会決議により、取締役の個⼈別の報酬等の内容に
係る決定⽅針を定めております。その概要は、株主総会で決議され
た報酬限度額の範囲内において、会社全体の業績、業績に対する
個々⼈の貢献度等を勘案して年額を決定しております。取締役（社
外取締役を除く。）の報酬は、固定の基本報酬（⾦銭報酬）及び株
式報酬で構成されております。社外取締役については、その職務に
鑑み、固定の基本報酬（⾦銭報酬）のみで構成されております。

② 監査役の個⼈別の報酬等の内容に係る決定に関する⽅針
 監査役の報酬は、経営に対する独⽴性及び客観性を重視する視点
から⾦銭報酬のみで構成され、各監査役の報酬額は、監査役の協議
によって決定しております。
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③ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事
項
 取締役の⾦銭報酬の額は、2019年９⽉26⽇開催の第14回定時株主
総会において、年額200,000千円以内（うち、社外取締役分は年額
30,000千円以内。ただし、使⽤⼈分給与は含まない。）と決議いた
だいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名（う
ち、社外取締役は１名）であります。また、当該⾦銭報酬とは別枠
で、2022年９⽉29⽇開催の第17回定時株主総会において、当社の取
締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当のため
の報酬枠として、年額50,000千円以内と決議いただいております。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は
１名）であります。
 監査役の⾦銭報酬の額は、2019年９⽉26⽇開催の第14回定時株主
総会において、年額30,000千円以内と決議いただいております。当
該株主総会終結時点の監査役の員数は３名であります。

④ 取締役の個⼈別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
 当社においては、2025年９⽉29⽇開催の取締役会決議に基づき、
代表取締役社⻑CEO兼CTOである曹暉に取締役の個⼈別の報酬額の
具体的内容を決定する権限を委任しております。
 これらの権限を委任した理由は、上記の委任を受けた代表取締役
社⻑CEO兼CTOが、当社の経営状況を俯瞰しつつ各取締役の担当領
域や職責の評価を⾏うことが可能であり、最も適すると判断したた
めであります。

―  13  ―



⑤ 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）上記には、2025年９⽉29⽇開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退
任した取締役１名の在任中の報酬等の額を含んでおります。

⑥    当事業年度に係る取締役の個⼈別報酬等の内容が決定⽅針に沿う
ものであると判断した理由

 当事業年度に係る取締役の個⼈別の報酬等の内容の決定にあたっ
ては、取締役会の委任に基づき代表取締役社⻑CEO兼CTOである曹
暉が決定したものでありますが、取締役会としましては、過年度の
報酬等とも⽐較して当社の業績や当該業績に対する個々⼈の貢献を
踏まえたものとなっていること等、同⽅針との整合性を含めた多⾓
的な検討を⾏い、当社の決定⽅針に沿うものであると判断しており
ます。

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円）

対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 ⾮⾦銭報酬等
取 締 役
（うち社外取締役）

35,549 
（4,500）

35,549 
（4,500）

－ 
（－）

4 
（2）

監 査 役
（うち社外監査役）

12,450 
（12,450）

12,450 
（12,450）

－ 
（－）

3 
（3）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

47,999 
（16,950）

47,999 
（16,950）

－ 
（－）

7 
（5）
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(5)   社外役員に関する事項
① 他の法⼈等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法⼈等との関

係
・取締役Friedrich Wagner⽒は、FWagner Consultingの代表であ

ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
・常勤監査役福⽥勝美⽒は、株式会社アプレの社外監査役でありま

す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
・監査役安藤広⼈⽒は、MIRAI-LABO株式会社の社外監査役、株式

会社コウェルの社外監査役、アガサ株式会社の社外監査役であり
ます。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役藤原久美⼦⽒は、株式会社ロジレスの社外監査役、株式会
社ネオキャリアの社外監査役、株式会社東陽テクニカの社外監査
役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありませ
ん。
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② 当事業年度における主な活動状況

（注）書⾯決議による取締役会の回数は除いております。

出席状況、発⾔状況及び社外取締役に
期待される役割に関して⾏った職務の概要

取締役 Friedrich
Wagner

当事業年度に開催された取締役会12回のうち全てに
出席いたしました。会社経営全般に関する豊富な経
験と幅広い⾒識から、取締役会では当該視点から積
極的に意⾒を述べており、意思決定の妥当性・適正
性を確保するための適切な役割を果たしておりま
す。

常勤
監査役 福 ⽥   勝 美

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会
12回の全てに出席いたしました。出席した取締役会
及び監査役会において、他社での財務・会計等に関
する豊富な経験と⾼い⾒識から、適宜発⾔を⾏って
おります。

監査役 安 藤   広 ⼈

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会
12回の全てに出席いたしました。出席した取締役会
及び監査役会において、主に法務・知的財産等に関
し、弁護⼠としての専⾨的⾒識から、適宜発⾔を
⾏っております。

監査役 藤原  久 美 ⼦

当事業年度に開催された取締役会12回及び監査役会
12回の全てに出席いたしました。出席した取締役会
及び監査役会において、主に財務・会計等に関し、
公認会計⼠としての専⾨的⾒識から、適宜発⾔を
⾏っております。
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５．会計監査⼈の状況
(1)   名称  EY新⽇本有限責任監査法⼈

(2)   報酬等の額

（注）１．当社と会計監査⼈との間の監査契約において、会社法に基づく監
査と⾦融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分
しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る
会計監査⼈の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

２．監査役会は、会計監査⼈の監査計画の内容、会計監査の職務遂⾏
状況及び報酬⾒積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて
必要な検証を⾏った上で、会計監査⼈の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

(3)   会計監査⼈の解任⼜は不再任の決定の⽅針
 監査役会は、会計監査⼈の職務の執⾏に⽀障がある場合等、その必
要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査⼈の解任⼜
は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
 また、監査役会は、会計監査⼈が会社法第340条第１項各号に定める
項⽬に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計
監査⼈を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、
解任後最初に招集される株主総会において、会計監査⼈を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

報 酬 等 の 額
当事業年度に係る会計監査⼈の報酬等の額 25,669千円
当社が会計監査⼈に⽀払うべき⾦銭
その他の財産上の利益の合計額 25,669  

―  17  ―



６．剰余⾦の配当等の決定に関する⽅針
 当社は、剰余⾦の配当につきましては、将来の事業展開と経営体質の
強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実
施していくことを基本⽅針としております。
 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余⾦の配当を⾏うことを基
本⽅針としております。これらの剰余⾦の配当の決定機関は、期末配当
については株主総会、中間配当については取締役会であります。
 しかしながら、当社は現在、成⻑過程にあると考えており、内部留保
の充実を図り、将来の事業展開及び経営体質の強化のための投資等に充
当し、なお⼀層の事業拡⼤を⽬指すことが、株主に対する最⼤の利益還
元につながると考えております。将来的には、各期の経営成績及び財政
状態を勘案しながら株主に対して利益還元を実施していく⽅針ではあり
ますが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等について
は未定であります。
 なお、当社は、取締役会の決議により、毎年12⽉31⽇を基準⽇として
中間配当を⾏うことができる旨を定款に定めております。
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７．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運⽤状況
 当社は、取締役会決議によって「内部統制の整備に関する基本⽅針」
を定め、当該⽅針に基づき、各種社内規程等を整備するとともに規程遵
守の徹底を図り、内部統制システムが有効に機能する体制を確保してお
ります。また、内部統制システムが有効に機能していることを確認する
ため、監査役監査及び内部監査室による内部監査を実施しております。

(1)   取締役、使⽤⼈の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制

 当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンス体
制の構築、維持、整備にあたる。
 取締役は、使⽤⼈が適切に⾏動するために当社使⽤⼈に対して法
令、定款及び各規程を周知徹底させるとともに、問題点の把握と改善
に努める。
 代表取締役直轄の内部監査室を設置し、当社の法令、定款、コンプ
ライアンス体制の問題の有無を調査し、代表取締役社⻑に報告する。
 法令違反、不正⾏為が⾏われたことを認知した場合、「内部通報規
程」の定めにより、当社の使⽤⼈は、内部通報窓⼝等に通報する義務
を負い、当社は通報した使⽤⼈に対して当該通報をしたことを理由と
する不利益な取り扱いを⾏わない。

(2)   取締役の職務の執⾏に係る情報の保存及び管理に関する体制
 取締役の職務の執⾏に係る情報の保存及び管理を総括する責任部署
を管理部とする。重要な会議の議事録等、取締役の職務の執⾏に係る
情報の保存及び管理は法令及び「⽂書管理規程」に従い、定められた
期間中、厳正に当該情報を⽂書⼜は電磁的媒体に記録し整理・保存す
る。

(3)   損失の危険の管理に関する規程及びその他体制
 当社のリスク管理については、当社取締役会にて、当社の成⻑規
模、市場の変化に即し、リスクの想定や回避、対応策の検討及び危機
発⽣時の管理体制の整備を⾏う。
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 経営危機発⽣が疑われる時は、「経営危機管理規程」に基づき管理
部⻑が内容を集約し代表取締役社⻑に報告する。代表取締役社⻑が経
営危機に該当するかを判断し、経営危機と判断した場合には、代表取
締役社⻑が対策本部⻑となり、管理部⻑を事務局⻑とした経営危機対
策本部を設置してこれに対応する。

(4)   取締役の職務の執⾏が効率的に⾏われることを確保するための体制
 代表取締役社⻑は、⾃らが取締役の職務の効率性に関しての総括責
任者となり、中期経営計画に基づき、当社が⽬標に対して職務執⾏を
効率的に⾏うよう監督する。
 当社の取締役ほか部⾨責任者は「組織規程」、「業務分掌規程」、
「職務権限規程」に基づき、経営計画における各部⾨が実施すべき具
体的な施策及び効率的な職務執⾏体制を決定する。
 総括責任者である代表取締役社⻑は⽉に1回開催される定例取締役会
及び適宜開催される臨時取締役会において、取締役のほか必要に応じ
て部⾨責任者に対して定期的に職務執⾏に関して報告させるととも
に、効率的な職務執⾏を⾏うために問題の把握と改善に努める。

(5)   当社における業務の適正を確保するための体制
 取締役会は、当社の業務執⾏機関として意思決定を⾏い、全体最適
の観点から経営資源の配置・配分を決定し、当社の企業価値の向上を
図る。
 当社は、「内部監査⽅針」に基づき、内部監査室が当社の監査を定
期的に実施することができるよう体制を整備し、必要に応じて内部監
査室と監査役が連携し業務の適正の確保を図る。

(6)   監査役がその職務を補助すべき使⽤⼈を置くことを求めた場合にお
ける当該使⽤⼈に関する体制、当該使⽤⼈の取締役からの独⽴性に
関する事項及び監査役の当該使⽤⼈に対する指⽰の実効性の確保に
関する事項
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 監査役は、必要に応じてその職務を補助すべき者を置くことを求め
ることができる。また、取締役会は監査役と協議の上、補助すべき者
を指名することができる。
 監査役が指定する補助すべき期間中は監査役が当該補助すべき者に
対する指揮権を持ち、取締役の指揮命令は受けないものとし、その⼈
事異動、⼈事考課、懲戒に関しては監査役の事前の同意を得るものと
する。

(7)   取締役及び使⽤⼈が監査役に報告するための体制その他監査役への
報告に関する体制、監査役に報告をした者が当該報告をしたことを
理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

 監査役は社内会議の全てに出席できるものとし、取締役及び使⽤⼈
から「監査役監査規程」に従って、内部統制システムの整備に関わる
部⾨の活動状況、重要な会計⽅針・会計基準及びその変更、業績及び
業績⾒込みの発表内容、適時開⽰情報、内部通報制度の運⽤状況、重
要な意思決定プロセスや業務執⾏状況を⽰す社内稟議書及び各種申請
書、重要な契約の内容などの報告を適宜受けるものとする。
 当社は、監査役に報告した者に対して当該報告をしたことを理由と
する不利な取り扱いを⾏わない。

(8)   監査役の職務の執⾏について⽣ずる費⽤の前払い⼜は償還の⼿続そ
の他の当該職務の執⾏について⽣ずる費⽤⼜は債務の処理に係る⽅
針に関する事項

 当社の取締役は、取締役及び使⽤⼈が監査役監査に対する理解を深
め、監査役監査が実効的に⾏われることを確保する。
 監査役は代表取締役社⻑との間に意⾒交換会を開催し、内部監査室
との連携を図って適切な意思疎通及び効果的な監査体制を構築する。
 監査役は監査の実施にあたり必要と認めるときは、会社の顧問弁護
⼠とは別の弁護⼠その他外部専⾨家を⾃らの判断で起⽤することがで
きるものとする。また、当社は、かかる起⽤に関する費⽤⼜は債務に
ついて監査役の職務の執⾏に必要でないと認められた場合を除き、当
該費⽤⼜は債務を速やかに処理する。
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(9)   反社会的勢⼒排除に向けた基本的な考え⽅及びその整備状況
 当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢
⼒及び団体とは⼀切関わりを持たず、反社会的勢⼒からの不当な要求
に対しては、毅然とした態度で臨むものとする。
 対応統括部署を中⼼に、弁護⼠、警察等の外部専⾨機関と連携、情
報を収集し、反社会的勢⼒排除のための社内体制の整備を推進する。

 当社における業務の適正を確保する体制の主な運⽤状況は、以下の
とおりであります。

 財務報告の有効性に関する評価、各部署における業務の統制状況並
びに法令遵守の状況については、監査役会及び会計監査⼈と内部監査
担当者が連携して計画的に実施する内部監査により検証しており、
各々の検証結果については内部監査報告書として代表取締役及び監査
役会に対し、報告を⾏っております。
 監査役会は、経営に重⼤な影響を及ぼすリスクについて適切に対応
しているか業務執⾏を⾏う取締役に適時確認しており、その検証結果
は必要に応じて代表取締役に報告しております。
 また、コンプライアンスに抵触する事態の発⽣を予防するため、全
社員に対しコンプライアンスの教育・研修を継続的に実施し、コンプ
ライアンス意識の定着と浸透を図っております。
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貸 借 対 照 表
（2026年６⽉30⽇現在）

（単位：千円）

（注）⾦額は、千円未満を切り捨てて表⽰しております。

科    ⽬ ⾦  額 科    ⽬ ⾦  額
（ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 725,726 流 動 負 債 59,251
現 ⾦ 及 び 預 ⾦ 528,738 未 払 ⾦ 40,889
売 掛 ⾦ 180,801 未 払 費 ⽤ 1,640
仕 掛 品 1,072 未 払 法 ⼈ 税 等 7,876
前 払 費 ⽤ 13,311 未 払 消 費 税 等 5,092
そ の 他 1,802 預 り ⾦ 3,752

固 定 資 産 61,167 負   債   合   計 59,251
有 形 固 定 資 産 20,957 （ 純 資 産 の 部 ）  

建 物 0 株 主 資 本 727,642
⼯ 具 、 器 具 及 び 備 品 20,957 資 本 ⾦ 383,506

資 本 剰 余 ⾦ 367,196
無 形 固 定 資 産 5,833 資 本 準 備 ⾦ 367,196

ソ フ ト ウ エ ア 5,833 利 益 剰 余 ⾦ △23,031
その 他 利 益 剰 余 ⾦ △23,031

投 資 そ の 他 の 資 産 34,376 繰越利益剰余⾦ △23,031
敷 ⾦ 及 び 保 証 ⾦ 30,983 ⾃ ⼰ 株 式 △29
⻑ 期 前 払 費 ⽤ 1,863
繰 延 税 ⾦ 資 産 1,529 純 資 産 合 計 727,642

資 産 合 計 786,894 負 債 純 資 産 合 計 786,894
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損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）⾦額は、千円未満を切り捨てて表⽰しております。

( 2025年７⽉１⽇から
2026年６⽉30⽇まで )

科          ⽬ ⾦          額
売 上 ⾼ 543,871
売 上 原 価 153,286
売 上 総 利 益 390,584
販 売 費 及 び ⼀ 般 管 理 費 349,464
営 業 利 益 41,119
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,058
為 替 差 益 1,089
⼦ 会 社 清 算 益 2,421
雑 収 ⼊ 303 4,872

営 業 外 費 ⽤
シ ス テ ム 障 害 対 応 費 ⽤ 1,000 1,000

経 常 利 益 44,992
税 引 前 当 期 純 利 益 44,992
法 ⼈ 税 、 住 ⺠ 税 及 び 事 業 税 3,991
法 ⼈ 税 等 調 整 額 △1,529 2,462
当 期 純 利 益 42,530
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株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）⾦額は、千円未満を切り捨てて表⽰しております。

( 2025年７⽉１⽇から
2026年６⽉30⽇まで )

株       主       資       本

純 資 産
合   計資 本 ⾦

資本剰余⾦ 利益剰余⾦

⾃⼰株式 株主資本
合  計資本準備⾦ 資本剰余⾦

合   計

その他利益
剰   余   ⾦ 利益剰余⾦

合   計繰越利益
剰  余  ⾦

当  期  ⾸  残  ⾼ 383,506 367,196 367,196 △65,561 △65,561 △23 685,117 685,117
当  期  変  動  額

当期純利益 42,530 42,530 42,530 42,530
⾃⼰株式の
取得 △5 △5 △5

当期変動額合計 － － － 42,530 42,530 △5 42,524 42,524
当  期  末  残  ⾼ 383,506 367,196 367,196 △23,031 △23,031 △29 727,642 727,642
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計算書類に係る会計監査報告
独⽴監査⼈の監査報告書

２０２６年８⽉２７⽇
フ ィ ー チ ャ 株 式 会 社
 取締役会 御 中
 

EY新⽇本有限責任監査法⼈
東  京  事  務  所 
  
指定有限責任 社 員
業 務 執 ⾏ 社 員 公認会計⼠ ⼤ 倉 克 俊
指定有限責任 社 員
業 務 執 ⾏ 社 員 公認会計⼠ 辻 本 慶 太

監査意⾒
 当監査法⼈は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、フィーチャ株式会社
の２０２５年７⽉１⽇から２０２６年６⽉３０⽇までの第２１期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を⾏った。
 当監査法⼈は、上記の計算書類等が、我が国において⼀般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表⽰しているものと認める。

監査意⾒の根拠
 当監査法⼈は、我が国において⼀般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を⾏った。監査の基準における当監査法⼈の責任は、「計算書類等の監査における監
査⼈の責任」に記載されている。当監査法⼈は、我が国における職業倫理に関する規定
（社会的影響度の⾼い事業体の財務諸表監査に適⽤される規定を含む。）に従って、会
社から独⽴しており、また、監査⼈としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法⼈は、意⾒表明の基礎となる⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿したと判断してい
る。

その他の記載内容
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 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開⽰することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運⽤における取締役の職務の執⾏を監視すること
にある。
 当監査法⼈の計算書類等に対する監査意⾒の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法⼈はその他の記載内容に対して意⾒を表明するものではない。
 計算書類等の監査における当監査法⼈の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等⼜は当監査法⼈が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
 当監査法⼈は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
 その他の記載内容に関して、当監査法⼈が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
 経営者の責任は、我が国において⼀般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表⽰することにある。これには、不正⼜は誤謬による重
要な虚偽表⽰のない計算書類等を作成し適正に表⽰するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運⽤することが含まれる。
 計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において⼀般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開⽰する必要がある場合には当該
事項を開⽰する責任がある。
 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運⽤における取締役の職
務の執⾏を監視することにある。

計算書類等の監査における監査⼈の責任
 監査⼈の責任は、監査⼈が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
⼜は誤謬による重要な虚偽表⽰がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独⽴の⽴場から計算書類等に対する意⾒を表明することにある。虚偽表⽰
は、不正⼜は誤謬により発⽣する可能性があり、個別に⼜は集計すると、計算書類等の
利⽤者の意思決定に影響を与えると合理的に⾒込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
 監査⼈は、我が国において⼀般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専⾨家としての判断を⾏い、職業的懐疑⼼を保持して以下を実施
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する。
・ 不正⼜は誤謬による重要な虚偽表⽰リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
 表⽰リスクに対応した監査⼿続を⽴案し、実施する。監査⼿続の選択及び適⽤は監査
 ⼈の判断による。さらに、意⾒表明の基礎となる⼗分かつ適切な監査証拠を⼊⼿す
 る。
・ 計算書類等の監査の⽬的は、内部統制の有効性について意⾒表明するためのもので
 はないが、監査⼈は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査⼿続を⽴
 案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採⽤した会計⽅針及びその適⽤⽅法の適切性、並びに経営者によって⾏わ
 れた会計上の⾒積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
 また、⼊⼿した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を⽣じさせるような
 事象⼜は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
 前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の
 注記事項に注意を喚起すること、⼜は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
 が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意⾒を表明することが求められ
 ている。監査⼈の結論は、監査報告書⽇までに⼊⼿した監査証拠に基づいているが、
 将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表⽰及び注記事項が、我が国において⼀般に公正妥当と認められる企
 業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類
 等の表⽰、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
 ⽰しているかどうかを評価する。
 監査⼈は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発⾒事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を⾏う。
 監査⼈は、監査役及び監査役会に対して、独⽴性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査⼈の独⽴性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合⼜は阻害要因を許容
可能な⽔準にまで軽減するためのセーフガードを適⽤している場合はその内容について
報告を⾏う。

利害関係
 会社と当監査法⼈⼜は業務執⾏社員との間には、公認会計⼠法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

 当監査役会は、２０２５年７⽉１⽇から２０２６年６⽉３０⽇までの第
２１期事業年度の取締役の職務の執⾏に関して、各監査役が作成した監査
報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の⼀致した意⾒として本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１.  監査役及び監査役会の監査の⽅法及びその内容
（1) 監査役会は、監査の⽅針、職務の分担等を定め、各監査役から

監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査⼈からその職務の執⾏状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

（2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監
査の⽅針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の
使⽤⼈等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、以下の⽅法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使⽤⼈等から
その職務の執⾏状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査
いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執⾏が法令及び定款
に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の
適正を確保するために必要なものとして会社法施⾏規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使⽤⼈等からその構築及び運⽤
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意⾒を表明いたしました。

③ 会計監査⼈が独⽴の⽴場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査⼈からその職
務の執⾏状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。
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以 上

以上の⽅法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２.  監査の結果
（1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の
状況を正しく⽰しているものと認めます。

② 取締役の職務の執⾏に関する不正の⾏為⼜は法令若しくは定款
に違反する重⼤な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると
認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記
載内容及び取締役の職務の執⾏についても、指摘すべき事項は
認められません。

（2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査⼈EY新⽇本有限責任監査法⼈の監査の⽅法及び結果は
相当であると認めます。

２０２６年８⽉２７⽇
フィーチャ株式会社 監査役会 

常 勤 監 査 役 福 ⽥ 勝 美 ㊞
監 査 役 安 藤 広 ⼈ ㊞
監 査 役 藤原 久美⼦ ㊞
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株主総会参考書類
議案 資本準備⾦の額の減少及び剰余⾦の処分の件

 繰越利益剰余⾦の⽋損填補及び財務体質の健全化を図るとともに、資
本政策及び財務戦略における機動性と柔軟性の確保を⽬的として、会社
法第448条第１項の規定に基づき、資本準備⾦の額の⼀部を減少し、その
他資本剰余⾦に振り替えるとともに、会社法第452条の規定に基づき、振
替後のその他資本剰余⾦の⼀部を繰越利益剰余⾦に振り替えるものであ
ります。
 
１．資本準備⾦の額の減少の内容

 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備⾦の額を減少し、
同額をその他資本剰余⾦に振り替えるものであります。
（１）2026年６⽉30⽇現在の資本準備⾦の額
   資本準備⾦     367,196,173円
（２）減少する資本準備⾦の額
   資本準備⾦     367,196,173円
（３）増加する剰余⾦の項⽬及びその額
   その他資本剰余⾦  367,196,173円
（４）減少後の資本準備⾦の額
   資本準備⾦          0円

２．剰余⾦の処分の内容
 会社法第452条の規定に基づき、資本準備⾦の額の減少の効⼒発⽣
を条件に、上記資本準備⾦振替後のその他資本剰余⾦の⼀部を繰越
利益剰余⾦に振り替えることにより、⽋損填補を⾏うものでありま
す。
（１）減少する剰余⾦の項⽬及びその額
   その他資本剰余⾦   23,031,101円
（２）増加する剰余⾦の項⽬及びその額
   繰越利益剰余⾦    23,031,101円
（３）処分後の剰余⾦の額
   その他資本剰余⾦   344,165,072円
   繰越利益剰余⾦         0円
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３．資本準備⾦の額の減少及び剰余⾦処分の効⼒発⽣⽇
 2026年11⽉２⽇（予定）

以 上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場：東京都豊島区東池袋三丁⽬１番３号

サンシャインシティ ワールドインポートマートビル５階
サンシャインシティ コンファレンスルームRoom15

交通 池袋駅 35番出⼝より 徒歩約８分
（JR・東京メトロ・東武線・⻄武線）
東池袋駅 ６・７番出⼝より 徒歩約３分
（東京メトロ有楽町線）




